
法人名　　社会医療法人　大雄会　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　愛知県一宮市桜一丁目９番９号　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

Ⅰ　積　立　金

Ⅱ　評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

Ⅰ 流 動 資 産 2,315,064         Ⅰ 流 動 負 債 7,354,936         

現 金 及 び 預 金 1,225,798         買 掛 金 583,859           

貸 借 対 照 表

（令和 2年 3月 31日現在）

資産の部 負債の部

科目 金額 科目 金額

た な 卸 資 産 62,424            未 払 金 368,766           

前 払 費 用 62,679            未 払 費 用 353,481           

事 業 未 収 金 959,237           短 期 借 入 金 2,279,550         

未 収 金 12,287            一年内返済長期借入金 2,968,404         

貸 倒 引 当 金 △ 13,703         

リ ー ス 債 務 270,092           Ⅱ 固 定 資 産 16,744,562        

賞 与 引 当 金 391,880           

未 払 法 人 税 等 121               そ の 他 の 流 動 資 産 6,340             

預 り 金 64,026            

構 築 物 411,172           

長 期 借 入 金 10,145,663        医 療 用 器 械 備 品 5,869,974         

リ ー ス 債 務 1,208,249         

１ 有 形 固 定 資 産 14,737,579        

そ の 他 の 流 動 負 債 74,753            建 物 20,271,061        

Ⅱ 固 定 負 債 11,354,369        

その他の有形固定資産 816,401           

土 地 3,651,737         

そ の 他 の 器 械 備 品 1,589,193         

そ の 他 の 固 定 負 債 456               車 両 及 び 船 舶 40,362            

２ 無 形 固 定 資 産 915,676           負債合計 18,709,305        

借 地 権 344,434           純資産の部

減 価 償 却 累 計 額 △ 17,912,321     

３ そ の 他 の 資 産 1,091,306         設 立 等 積 立 金 11,270            

投 資 有 価 証 券 6,571             繰 越 利 益 積 立 金 338,978           

ソ フ ト ウ ェ ア 568,558           科目 金額

電 話 加 入 権 2,683             350,248           

長 期 前 払 費 用 309,851           

前 払 年 金 費 用 358,064           

そ の 他 長 期 貸 付 金 92,700            73                

破 産 更 生 債 権 等 42,510            73                

資産合計 19,059,627        負債・純資産合計 19,059,627        

保 証 金 200,119           

そ の 他 の 固 定 資 産 123,999           

貸 倒 引 当 金 △ 42,510         純資産合計 350,321           



法人名　　社会医療法人　大雄会　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　愛知県一宮市桜一丁目９番９号　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

C　収益業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

受取利息及び配当金

その他の事業外収益

Ⅲ　事 業 外 費 用

支払利息

その他の事業外費用

Ⅳ　特　別　利　益

その他の特別利益

Ⅴ　特　別　損　失

固定資産除却損

その他の特別損失

27,050              

1,485               28,536              

当 期 純 損 失 △113,469           

税 引 前 当 期 純 損 失 △113,348           

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 121                 

3,532               3,532               

経 常 損 失 △88,344            

55,638              215,382             

事 業 利 益 106,818             

330                 

19,888              20,219              

159,744             

2,250               

206                 

収益業務事業利益 2,044               

本来業務事業利益 108,016             

188,270             

191,512             

附帯業務事業損失 △3,241             

16,729,474          

16,621,458          

損 益 計 算 書

（自　平成 31年 4月 1日　　至　令和 2年 3月 31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額



Ⅰ．継続事業の前提に関する事項

該当事項はない。

Ⅱ．資産の評価基準及び評価方法

1. たな卸資産の評価基準及び評価方法

医薬品

最終仕入原価法に基づく低価法

診療材料

最終仕入原価法に基づく低価法

給食用材料

最終仕入原価法に基づく低価法

貯蔵品

最終仕入原価法に基づく低価法

2. 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券（市場価格のあるもの）

その他有価証券（市場価格のないもの）

移動平均法による原価法

Ⅲ．固定資産の減価償却の方法

1. 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっている。

なお、主な資産の耐用年数は以下の通りである。

建物 7年～50年

構築物 2年～55年

医療用器械備品 2年～14年

その他の器械備品 2年～20年

2. 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっている。

3. リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

Ⅳ．引当金の計上基準

1. 貸倒引当金

2. 賞与引当金

重要な会計方針等の記載及び貸借対照表に関する注記

なお、法人内利用のソフトフェアについては、法人内における利用可能期間（5～7年）に基づく
定額法を採用している。

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権には、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

職員に対し支給する賞与の支出に備えるため、当会計年度に負担する支給見込額に基づき計上して
いる。



3. 退職給付引当金

Ⅴ．消費税及び地方消費税の会計処理方法

Ⅵ．その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項

1. 補助金等の会計処理

固定資産の取得に係る補助金等については、損益計算書の特別利益に計上している。

2. ヘッジ会計の処理

特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっている。

Ⅶ．重要な会計方針等を変更した旨等

該当事項はない。

Ⅷ．資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益事業からの繰入金の状況に関する事項

当法人は収益業務として不動産賃貸業を実施している。

1. 資産及び負債のうち収益業務に係るもの

（単位：千円）

2. 収益業務会計から一般会計への繰入金の状況

（単位：千円）

Ⅸ．担保に供されている資産に関する事項

【担保に供している資産】

　

【担保に係る債務】

科　目 金額（千円）

長期借入金（1年内返済予定を含む） 8,573,393

計 8,573,393

計

土　地 3,034,372

建　物 5,851,423

8,885,795

科　目 金額（千円）

短期借入金 -

資産合計 91,114 負債合計

土地 91,114

繰入金

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及び
地方消費税は長期前払費用とし、6年または20年で償却している。

当期末残高

91,114 - - 91,114

前期末残高 元入金

(1) 採用している退職給付制度の概要

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、期間定額基準によっている。

(2) 数理計算上の差異及び過去勤務債務の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（8年）による定
額法により翌会計年度から費用処理する。過去勤務費用は発生年度に一括処理する。また、当会
計年度末において、退職給付引当金が借方残高となっており、その他の資産の「前払年金費用」
として計上しているため、「退職給付引当金」の残高はない。

資　産 負　債

-



Ⅹ．法第五十一条第一項に規定する関係事業者に関する事項

1. 法人である関係事業者

該当事項はない。

2. 個人である関係事業者

該当事項はない。

XI．重要な偶発債務に関する事項

該当事項はない。

XⅡ．重要な後発事象に関する事項

該当事項はない。

XⅢ．その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項

　年金資産の期末残高 2,616,142

　　退職給付の支払額 △ 194,552

　　数理計算上の差異の発生額

　年金資産の期首残高 2,750,267

　　期待運用収益 193,974

　　事業主からの拠出額 154,403

　　数理計算上の差異の発生額 △ 287,949

225,175

　　利息費用 -

　退職給付債務の期首残高

(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された前払年金費用の調整表

　退職給付債務 2,621,100

区　分 令和2年3月31日現在 　　(千円） 

　　合　計　(前払年金費用) △ 358,064

　年金資産 △ 2,616,142

　未積立退職給付債務 4,958

　退職給付会計適用時差異の未処理額 0

　未認識数理計算上の差異 △ 363,023

△ 137,506

(3) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

区　分 令和2年3月31日現在 　　(千円） 

　　退職給付の支払額 △ 194,552

(2) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

区　分

　退職給付債務の期末残高 2,621,100

(1) 採用している退職給付制度の概要

当法人は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けている。

2,727,984

　　勤務費用

令和2年3月31日現在 　　(千円） 

1. 退職給付引当金の計算の前提とした退職給付債務等の内容



（単位：千円）

（単位：千円）

(5) 退職給付費用およびその内訳項目の金額

43,898

　利息費用 -

　期待運用収益 △ 193,974

　数理計算上の差異の費用処理額

区　分 平成31年4月1日～令和2年3月31日 (千円） 

　勤務費用 225,175

損益計算書上の記載区分交付者

　長期期待運用収益率 7.05%

2. 補助金等に重要性がある場合の内訳、交付者及び貸借対照表等への影響額

補助金等の内訳

 運営費補助金

交付額

　退職給付会計適用時差異の費用処理額 25,494

　割引率 0.00%

(6) 数理計算上の計算基礎に関する事項

区　分 令和2年3月31日現在

　合　計 100,594

   その他 事業収益(本来業務)3,487    

   令和元年度企業主導型保育事業補助金

愛知県 5,728    事業収益(本来業務)   平成31年度病院内保育所運営費補助金

児童育成協会 68,100   事業収益(本来業務)

   令和元年度医師臨床研修等補助金 愛知県 10,370   事業収益(本来業務)

土　地 72,055 -　　　 -　　　 72,055

　合　計 87,685   

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高科　目

3. 基本財産の前会計年度末残高、当該会計年度の増加額、当該会計年度の減少額及び当該会計年

  度末残高を貸借対照表の科目別に注記


